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こどもへの性暴力をめぐる現状

児童買春事犯等の検挙件数は、不同意
性交等及び不同意わいせつが増加傾向に
あり、３年連続で増加した結果、2025
年は合計で過去 10年で最多となった。
2025年における児童ポルノ事犯につ

いては、検挙件数は高止まりしており、
1,200 人を超えるこどもが被害に遭っ
ている。加えて、2023 年７月に刑法及
び刑事訴訟法の一部を改正する法律（令
和５年法律第 66号）及び性的な姿態を
撮影する行為等の処罰及び押収物に記録
された性的な姿態の影像に係る電磁的記
録の消去等に関する法律（令和５年法

律第 67号。以下「性的姿態撮影等処罰
法」という。）により新たに設けられた
16歳未満の者に対する面会要求等罪や
性的姿態等撮影罪が適用された事案の中
には、こどもを被害者とするものも含ま
れていることから、各罪の被害状況も注
視する必要がある。
また、教員・保育従事者等によるこど

もへの性暴力事案が後を絶たない状況に
ある。2024 年度に、児童生徒等（学校
に在籍する幼児、児童若しくは生徒又は
それ以外で 18 歳未満の者をいう。）に
対する児童生徒性暴力等（教育職員等に
よる児童生徒性暴力等の防止等に関す
る法律（令和３年法律第 57号）第２条

こどもへの性暴力をなくすための総合的な取組の推進
―こどもが安心して学び育つことのできる場の確保―
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図表 1-1-20 児童買春事犯等の検挙件数

※備考：�不同意わいせつ及び不同意性交等は、2023年７月 12日以前は強制わいせつ及び強制性交等であり、単純に
同年以前とその件数を比較できない。

（出典）警察庁「少年非行及び子供の性被害の状況」
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図表 1-1-21 児童ポルノ事犯検挙件数・検挙人員・被害児童数

※備考：「児童」とは、18歳未満の者

児童が自ら

を撮影した

画像に伴う

被害
515

盗撮
164

児童買春

みだらな性行為等

152

不同意性交等

不同意わいせつ
131

その他
311

図表 1-1-22 2025 年 被害児童数（1,273 人）被害態様別内訳

※備考：「児童」とは、18歳未満の者
※備考：�「児童が自らを撮影した画像に伴う被害」は、だまされたり、脅されたりしてこどもが自分の裸体を撮影させ

られた上、メール等で送らされる形態の被害。「みだらな性行為等」は、青少年保護育成条例に規定する罪の
被害態様を指す。

（出典）警察庁「少年非行及び子供の性被害の状況」

（出典）警察庁「少年非行及び子供の性被害の状況」
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図表 1-1-23 SNS に起因する事犯の罪種別の被害児童数の推移

※備考１：「児童」とは、18歳未満の者
※備考２：「SNS」は、本統計では、通信（オンライン）ゲームを含み、届出のある出会い系サイトを除いたもの。
※備考３：�「SNSに起因する事犯」とは、SNSを通じて面識のない被疑者と被害に遭った児童が知り合い、交際や知人

関係等に発展する前に被害に遭った事犯をいう。
※備考４：�対象犯罪は、児童福祉法違反、児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関

する法律（平成 11年法律第 52号。以下「児童買春・児童ポルノ禁止法」という。）違反、青少年保護育
成条例違反、重要犯罪等（殺人、強盗、放火、不同意性交等、略取誘拐、人身売買、不同意わいせつ、逮捕
監禁）、面会要求等及び性的姿態撮影等処罰法第２条から第６条までに規定する罪（面会要求等及び性的姿
態撮影等処罰法違反は2023年７月から追加）。

※備考５：�不同意わいせつ及び不同意性交等は、2023年７月 12日以前は強制わいせつ及び強制性交等であり、単純
に同年以前とその人数を比較できない。

第３項各号に該当する行為）による懲
戒処分を受けた教員は 134 人であった
（2024 年度公立学校教職員の人事行政
状況調査より）。
さらに、多くのこどもが SNS を通じ

て犯罪の被害に遭っている。SNS に起
因する事犯の被害に遭ったこどもの数
は、罪種別では、青少年保護育成条例違

反が減少傾向にある一方、重要犯罪等が
増加傾向にある。
SNS に起因する事犯の被害に遭った

こどもの数は、依然として高い水準で推
移しており、学職別では、2025 年に被
害に遭った小学生の数は、過去 10年で
最多となっている。

（出典）警察庁「少年非行及び子供の性被害の状況」
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こどもへの性暴力の特性

こどもへの性暴力は、こどもの権利を
著しく侵害し、生涯にわたり心身の発達
に深刻な影響を与え得る重大な加害行為
であり、絶対に防がなければならない。
しかし、性暴力はこどもから被害を訴え
ることが難しいケースが多く、特に関係
性のある人から加害を受けた場合、こど
もから被害を相談することが更に困難と
なる。また、年齢等によっては、被害を
被害として認識できない場合があること
や、受けた行為を特別扱いや愛情だと
思ったり、信頼している相手であるため
に性暴力被害の判断がつかなかったりす

る場合もあることが知られている。この
ため、こどもへの性暴力は、被害が潜在
化・長期化しやすい傾向がある。 
また、こどもへの性暴力の加害者につ

いては、最初は少しの接触から始まり、
接触が繰り返されエスカレートしていく
こと、「思考の誤り」、「認知の偏り」と
呼ばれる一方的な思い込みや人権意識の
低さが存在すること、こどもを手なずけ、
信頼関係を醸成し、心情や行動を操作し
て性暴力に及ぶ行動（性的手なずけ、性
的グルーミング）をとること等の傾向が
あると指摘されている。 
こどもへの性暴力からこどもたちを守

るためには、このような特性に留意して、
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図表 1-1-24 SNS に起因する事犯の学職別被害児童数の推移

※備考１：「児童」とは、18歳未満の者
※備考２：「SNS」は、本統計では、通信（オンライン）ゲームを含み、届出のある出会い系サイトを除いたもの。
※備考３：�「SNSに起因する事犯」とは、SNSを通じて面識のない被疑者と被害に遭った児童が知り合い、交際や知人

関係等に発展する前に被害に遭った事犯をいう。
※備考４：�対象犯罪は、児童福祉法違反、児童買春・児童ポルノ禁止法違反、青少年保護育成条例違反、重要犯罪等（殺

人、強盗、放火、不同意性交等、略取誘拐、人身売買、不同意わいせつ、逮捕監禁）、面会要求等及び性的
姿態撮影等処罰法第２条から第６条までに規定する罪（面会要求等及び性的姿態撮影等処罰法違反は2023
年７月から追加）。

※備考５：�不同意わいせつ及び不同意性交等は、2023年７月 12日以前は強制わいせつ及び強制性交等であり、単純
に同年以前とその人数を比較できない。

（出典）警察庁「少年非行及び子供の性被害の状況」
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未然防止や早期発見のための取組を講じ
ることが重要である。  

こどもへの性暴力防止に関する施策

2022 年５月、内閣総理大臣を長と
した犯罪対策閣僚会議において、以降
５年間を目途に現行法を前提として取
り組むべき施策を取りまとめた「子供
の性被害防止プラン（児童の性的搾取
等に係る対策の基本計画）2022」（2022
年５月 20日犯罪対策閣僚会議決定）を
策定した。本プランの進捗状況につい
ては、毎年フォローアップを実施しつ
つ、対策を強力に推進している。また、
2024 年４月には、こども家庭庁と内
閣府で開催した合同会議で、「こども性
暴力防止に向けた総合的な対策」（令和
６年４月 25 日性犯罪・性暴力対策強
化のための関係府省会議・こどもの性
的搾取等に係る対策に関する関係府省
連絡会議合同会議取りまとめ）として、
関係府省庁で連携して取り組むべき総
合的な対策を整理し、政府一丸となっ
て、こどもへの性暴力防止に向けた取
組を進めている。これらの対策に含ま
れる主な施策として、次の（１）から（６）
までが挙げられる。

（１）�こどもへの性暴力の撲滅に向けた
国民意識の向上

内閣府においては、性犯罪・性暴力の
被害者に対する相談支援の拡充及び相談
先の周知並びに若年層に対する広報啓発
を推進しており、「相手の同意のない性
的な行為は性暴力」であることや、誰も
が加害者・被害者・傍観者にならないよ
う社会全体で取り組む必要があることな
どについて、特に若年層を対象とする
「若年層の性暴力被害予防月間」（毎年４
月）等を通じ、地方公共団体、学校、関
係機関等との連携の下で周知・啓発を
行っている。
警察庁においては、ウェブサイト・

SNS、政府広報等により、児童買春・児
童ポルノはこどもに対する重大な人権侵
害であることを周知する等、被害防止に
向けた広報・啓発活動を推進している。
こども家庭庁においては、2024 年

11 月に有識者と関係府省庁で構成され
たインターネットの利用を巡る青少年の
保護の在り方に関するワーキンググルー
プを設置し、2025 年８月、生成 AI 技
術を悪用したこどもの性的ディープフェ
イクやインターネット上の性被害も含
め、インターネット利用を巡る青少年の
保護の在り方に関する課題と論点の取り

図表 1-1-25 広報・啓発リーフレット
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まとめを行った。これに基づいて 2025
年９月に策定された政府の工程表に沿っ
て、引き続き、関係府省庁が連携して取
組や検討を進めている。

（２）�こどもが性暴力の被害に遭うこと
なく健やかに成長するための支援

文部科学省においては、こどもたちを
性犯罪・性暴力の加害者・被害者・傍観
者にさせないための「生命（いのち）の
安全教育」を全国の学校で推進している。
教材・指導の手引きのほか、一般向け啓
発資料の作成、全国フォーラムの開催、
教育委員会等への委託による実践モデル
事業等の実施等を通じて、全国に「生命
（いのち）の安全教育」を普及・展開す
る取組を進めている。2025 年度には、
教員の指導・啓発の参考となるよう指導
例動画の作成を行うとともに、教材・指
導の手引きについて、学校現場の意見や
社会情勢の変化等を踏まえ拡充・改訂を
行い、より現場のニーズに対応できるも
のとし、更なる普及・展開を図っている。
法務省の人権擁護機関においては、イ

ンターネット上の人権侵害を防止するこ
とを目的として、中学生・高校生やその
保護者向けの啓発冊子の配布に加え、イ
ンターネット上で啓発動画の配信を実施
している。

（３）�ツールや場所に着目した被害の予
防・拡大防止対策

サイバーパトロールやインターネッ
ト・ホットラインセンター、匿名通報事
業等に寄せられた通報を通じて、児童ポ
ルノ画像等を把握した場合に、警察又は
インターネット・ホットラインセンター
からサイト管理者等に対して削除依頼を
実施している。また、削除されなかった

児童ポルノ画像について、インターネッ
ト・サービス・プロバイダによるブロッ
キング等の自主的な取組を引き続き支援
し、児童ポルノ画像の閲覧防止対策を推
進している。
さらに、SNS に起因する事犯を防止

するため、こどもの性被害等につながる
おそれのある不適切な書き込みをサイ
バーパトロールにより発見し、注意喚起・
警告のためのメッセージを投稿する取組
を推進している。
オンラインゲームを含む SNSに起因

する事犯の被害に遭ったこどもの数が
高い水準で推移していることを踏まえ、
オンラインゲームのリスクについても、
リーフレット等により周知啓発している。

（４）�被害に遭ったこどもの迅速な保護
及び適切な支援

・�性犯罪・性暴力被害者のためのワンス
トップ支援センターの取組：相談・支
援の強化
性犯罪・性暴力被害者のためのワンス

トップ支援センター（以下「ワンストッ
プ支援センター」という。）においては、
被害に遭った一人一人のこどもの置かれ
た状況に対応して、医療的支援、法的支援、
心理的支援、同行支援等を総合的に提供
し、必要に応じて専門機関等による支援
につなげている。そのため、日頃から警察、
児童相談所、教育委員会等の地域におけ
る関係機関とワンストップ支援センター
とのネットワークの構築に係る各都道府
県等の主体的な取組を推進している。

・児童相談所等における支援
児童相談所においては、性的虐待や児

童ポルノの被害等により心身に有害な影
響を受けた児童に関する相談を受けた場
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合には、安全確保を必要とする場合の一
時保護、専門的な医療的ケアのための医
療機関の受診に関する援助、児童心理司
によるカウンセリング、自宅に帰ること
が困難な児童等に対する児童福祉施設へ
の入所措置等を行うほか、被害の状況を
確認し、警察への通報を実施している。
市町村（こども家庭センター等）にお

いては、要保護児童対策地域協議会を活
用して、児童相談所等関係機関と十分な
連携及び情報共有を図り、身近な場所に
おいて、性的虐待を含む児童虐待を受け
た児童に関する相談に応じ、必要な支援
を実施している。
児童養護施設、乳児院、児童心理治療

施設、児童自立支援施設、母子生活支援
施設、児童家庭支援センター及び里親支
援センターにおいては、性的虐待、児童
ポルノの被害等により心身に有害な影響
を受けた児童等に対し、児童相談所や市
町村等の関係機関と連携して相談支援を
行うとともに、担当職員を配置して心理
療法を実施している。

・学校等における支援の充実
学校等においては、様々な課題を抱え

る児童生徒に対し、教師と、心理の専門
家であるスクールカウンセラーや福祉の
専門家であるスクールソーシャルワー
カーとが、「チーム学校」として連携・
協働して支援するなど、性犯罪・性暴力
等の被害に遭った児童生徒が相談しやす
い体制を整備し、必要に応じて関係機関
等と連携して支援を行っている。

・警察における相談環境の整備
警察においては、こどもやその保護者

等が相談しやすいように、都道府県警
察の少年相談窓口（ヤングテレホンコー

ナー等）において、フリーダイヤルの導
入や、電子メール等による夜間・休日に
おける相談受付等を引き続き進めてい
る。また、警察庁ウェブサイト上で相談
内容に応じた窓口を案内する「ぴったり
相談窓口」や、都道府県警察の性犯罪
被害相談電話につながる全国共通番号
「#8103（ハートさん）」等について、こ
どもにも分かりやすく周知を図っている。

・被害者への法的支援の充実
日本司法支援センター（法テラス）に

おいては、被害者等からの問合せに対し、
相談窓口の案内や被害者支援に携わる弁
護士の紹介等を行っている。また、刑法
（明治 40 年法律第 45 号）における性
犯罪などの犯罪行為の被害者等に対して
は、犯罪被害者等支援弁護士制度により、
被害届の作成・提出や加害者との示談交
渉など、早期の段階から弁護士による包
括的・継続的な援助を行っている。

（５）�被害情勢に即した取締りの強化と
加害者の更生

2023 年に、強制性交等罪等を不同意
性交等罪等とし、いわゆる性交同意年齢
を 16歳未満とするなどの刑法の改正に
加え、性的姿態撮影等処罰法の成立によ
り、性的な姿態を撮影する行為やこれに
より生成された記録を提供する行為等に
係る罰則が整備された。捜査機関におい
ては、これら 2023 年の法改正等の内
容及び趣旨を踏まえ、被害情勢に即した
取締りを強化するとともに、この種の事
案に対しては、法と証拠に基づき、厳正
に対処している。
加害者の更生については、刑事施設及

び少年院において、認知行動療法の手法
を取り入れた性犯罪再犯防止指導等を実
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施している。また、保護観察所において、
認知行動療法の手法を取り入れた性犯罪
再犯防止プログラムを実施している。
16歳未満のこどもを対象とした不同

意わいせつ等の暴力的性犯罪により服役
した者について、法務省から出所情報の
提供を受け、都道府県警察において、そ
の所在確認を実施しているほか、必要に
応じて当該出所者の同意を得て面談を行
うなど、再犯防止に向けた措置を講じて
いる。
法務省では、地方公共団体が利用可能

な支援ツールとして、「性犯罪の再犯防
止に向けた地域ガイドライン」を策定し
（2023 年 3 月）、地方公共団体にその
活用を働き掛けるなどして、国と地方公
共団体とが連携した性犯罪者の再犯防止
施策を推進している。

（６）�こどもが性被害に遭わない社会の
実現のための基盤の整備・強化

2022 年４月１日より教育職員等によ
る児童生徒性暴力等の防止等に関する法
律が施行され、教育職員等による児童生
徒性暴力等は全て法律違反とされた。文
部科学省においては、同法及び同法に基
づく基本方針を踏まえ、教育職員等によ
る児童生徒性暴力等の根絶に向け、研修
教材の作成・周知等を通じて、教育職員
等による児童生徒性暴力等の防止・早期
発見・対処に関する取組を推進している。
また、教員の養成課程を有する大学に対
し、関連する動画や ICT 教材を提供し、
教員を目指す学生に対して、児童生徒性
暴力等の防止に関する教育が着実になさ
れるよう、大学の取組を推進している。
保育士資格については、資格管理の厳

格化を行った 2022 年の改正後の児童
福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に

基づき、児童生徒性暴力等を行った保育
士の登録取消しや再登録の制限などを実
施している。また、全ての保育士が児童
福祉法の内容を理解し、事業者において
は児童生徒性暴力等の防止等に向けて適
切に対応することができるよう、児童生
徒性暴力等の特徴や児童福祉法等により
求められる措置等について周知を図って
いる。さらに、指定保育士養成施設にお
いては、「保育士による児童生徒性暴力
等の防止等に関する基本的な指針」に基
づき、保育士養成課程を履修する学生に
対する、保育実習の事前指導の授業等に
おける児童生徒性暴力の防止等に関する
理解を深めるための取組を推進してい
る。国においては保育所等の研修や指定
保育士養成施設の授業等で活用可能な研
修動画や教材を作成しており、引き続き、
保育士による児童生徒性暴力等の防止等
に取り組む。
また、性的虐待を含む虐待を受けた児

童等への対応の強化を図るため、2025
年に児童福祉法等の一部を改正し、保育
所等の職員による虐待に関する通報義務
等を創設した。これを踏まえて、「保育
所や幼稚園等における虐待の防止及び
発生時の対応等に関するガイドライン」
（2025 年８月改訂）において、虐待に
該当する事案の考え方を明確化するとと
もに、虐待等の防止及び発生時の対応に
関して保育所等や自治体に求められる事
項等の整理・周知等を行っている。

こどもへの性暴力防止に関する民
間の取組

保育所や児童発達支援施設など、全国
で約 200 施設を運営する社会福祉法人
どろんこ会（どろんこ会グループ）では、
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こどもへの性教育を始めとした様々な性
暴力防止対策に取り組んでいる。
2003 年からこども・保護者への啓発

として、こどもに対しては、「プライベー
トゾーン」や体を触られるなど「嫌なこ
とをされた場合の対応」を教え、保護者
に対しては、こどもに性教育を行う意
義等について丁寧な説明を行っている。
2016年には保育中の具体的な場面を想
定した性的虐待の定義や、虐待やわいせ
つ行為の疑いを把握した場合の初動対応
フローを「保育品質マニュアル」に定め
るとともに、「身体的な接触を伴う介助
や指導を行う場合は、可能な限り複数で
行うこと」等の内容を含む「性的虐待防
止のための服務規律」を制定し、それら
の周知や定期的な確認を行っている。ま
た、保育室に壁を作らない等の死角をな
くす設計や、園長・主任による不規則な
巡回の実施などにより、保育所の環境や
組織体制の整備にも取り組んでいる。さ
らに、保育士等に対し、虐待の発生時の
シミュレーションやケーススタディ等を
内容とする研修を年２回実施しているほ
か、保護者に対してはWEBや電話、ご
意見・ご提案 BOX による相談の受付、
アンケートや面談の実施により、早期発
見のための相談体制の整備を行ってい
る。

こども性暴力防止法の施行に向けて

こどもへの性暴力防止対策を一層推進
するための取組として、学校設置者等及
び民間教育保育等事業者による児童対象
性暴力等の防止等のための措置に関する
法律（令和６年法律第 69号。以下「こ
ども性暴力防止法」という。）が 2024
年６月に成立し、2026 年 12 月 25 日

に施行されることとなっている。
この法律では、学習塾などの民間事業

者を含め、広く教育・保育等を提供する
事業者について、こどもへの性暴力の防
止に努め、被害に遭ったこどもを適切に
保護する責務を明確化している。また、
学校や保育所等の行政から許認可等を受
けて教育・保育等を提供する義務対象事
業者と、学習塾、スポーツクラブ、放課
後児童クラブ、認可外保育施設等の国か
ら認定を受けた教育・保育等の事業者に
対し、その従事者によるこどもへの性暴
力等を防止するための取組が義務付けら
れる。具体的には、初犯防止対策として、
面談・相談・研修といった日頃からの安
全確保措置が義務付けられる。また、再
犯防止対策として、従事者の性犯罪前科
の有無の確認を行い、従事者によりこど
もへの性暴力が行われる「おそれ」があ
ると認められる場合には、教育・保育等
の仕事に従事させない等のこどもへの性
暴力防止のための措置をとることが求め
られる。
2025 年 12 月には、義務対象事業者

や、認定事業者が表示することができる
こまもろうマークを制定した。事業者は、
このマークを広告などに付けることで、
こどもや保護者等に対し、性暴力の防止
にしっかりと取り組んでいることを知ら
せることができる。大きな目でこどもを
見守る「フクロウ」をモチーフとしてお
り、こどもをしっかり “ 見て守る ” 黒い
大きな瞳と、こどもを守るために張り巡
らせた “ アンテナ ” のような頭の形を特
徴としている。「こまもろう」という名
前には、こどもを守ろう、という意味が
込められている。
このマークが浸透することにより、「こ

どもをまもろう みんなでまもろう」と
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いう意識が社会に広がっていくことを目
指す。
2026 年１月には、制度の詳細となる

ガイドラインを策定したところであり、
同年 12月 25 日の施行に向けて、制度
の対象となる事業者・従事者や、こども、

保護者を始めとする国民全体に対する周
知等、必要な準備を着実に進めている。
こうした取組を通じ、単なる制度の周

知や運用にとどまらず、こどもに対する
性暴力を決して許さない社会の実現に向
けて、社会全体の機運を醸成していく。

図表 1-1-26 こまもろうマーク




